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自己紹介

＊2021年3月まで和歌山市に在住
200４年「母乳育児相談マミィサポート」開業
母乳相談・市町村の訪問事業
子育て支援センターでの育児相談
学校での思春期教室
看護学校での後輩育成
和歌山市内の助産院での出産のお手伝い
子育て世代包括支援センター事業立ち上げに関わる

＊現在
・東京都台東区日本助産師会
「とりこえ助産院」勤務
「とりこえ訪問看護ステーション」 管理者



本日の内容
産後ケア事業について

産後ケアガイドライン改正点

実際の産後ケア事業について



本日の内容
産後ケア事業について

産後ケアガイドライン改正点

実際の産後ケア事業について



母子を取り巻く環境
１，核家族化し、自分の親族から距離的に離れたところで出産

里帰り出産をしない・できない人も増えてきた

２，いろいろな背景から親と子の 関係に様々な事情を抱え、

親に頼れない産婦も増えている。

３，隣近所など社会的なつながりが希薄化してきた

４，女性のライフコースの多様化・晩婚化が進んできた

子育ての孤立化・SNSなどの情報による不安の増加

産後ケアを含む母子の支援のニーズは高まっている



産後ケア事業の経緯
1995年 助産所での産後ケア事業が市町村向けの

補助予算事業として開始

2008年 世田谷区が「産後ケアセンター」を開設

 2014年 厚生労働省は妊娠・出産包括支援モデル事業を開始

その中で市町村での産後ケア事業が始まった

2017年 母子保健法の一部改正

「 子育て世代包括支援センター」の設置について

市町村での努力義務となった。

その一部として現在の産後ケア事業が始まった

「産後ケア事業ガイドライン」初版



産後ケア事業の経緯
2017年

産婦健康診査事業が開始

・産後2週間、産後1か月における妊婦健康診査の費用の助成

・産後うつや虐待などのリスクのある産婦に対して

産後ケア事業が実施

対象者：妊娠初期から産後4か月

→対象者は身体的・精神的・社会的側面を考慮し、

市区町村の担当者がアセスメントし決定する



産後ケア事業の経緯
2019年 母子保健法の一部改正に伴い産後ケア事業の

対象が産後1年以内の母子とその子どもとなった。

理由：

・低出生体重児等の場合に、入院期間の長期化で退院時

期が出産後４か月を超える場合もあること

・産婦の自殺は出産後５か月以降にも認められるなど、

出産後１年を通 じてメンタルヘルスケアの重要性が高いこと





産後ケア事業の経緯

２０２０.８ 「産前産後サポート事業ガイドライン

産後ケア事業ガイドライン」 改訂が示された

２０２４ 「産後ケアガイドライン」の改訂が予定されている



厚労省：令和4年度子ども・推進調査研究事業

「産後ケア事業及び産婦健康診査の実施に関する調査研究」

調査の方法：全47都道府県を対象（有効回答100％）

市町村については1741市町村を対象とした

（有効回答67.9％）

調査期間：令和4年9月27日～10月26日

調査方法：メールを通じてのアンケート調査票を

送付し実施

産後ケア事業及び産婦健康診査事業等の実施に関する調査研究事業 (nri.com)

https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/knowledge/report/mcs/20230410_7_02.pdf?la=ja-JP&hash=4567C5A14156C116F0745DAFCB3FE222F549577A




事業対象の要件に合致しているかの判断方法

対象事案の要件







産後ケア事業利用者の声
・育児手技の確認ができてよかった

・乳房ケアが受けられてよかった

・心身を休めることができてよかった

・育児に対する相談ができてよかった

・不安や孤立感の軽減つながった

自己負担感が高い

実施施設までのアクセスが悪い

利用回数・日数が少ない

対象月齢を過ぎてからも使いたい



委託先からの意見



本日の内容
産後ケア事業について

産後ケアガイドラインについて

実際の産後ケア事業について



産後ケア事業の目的
市町村が、分娩施設退院後から一定の期間、病院、診療所、

助産所、その他自治体が設置する場所（保健センター等）

等又は対象者の居宅において、 助産師等の看護職が中心

となり、母子に対して、産婦の身体的回復と心理的な安定を

促進するとともに、産婦自身がセルフケア能力を育み、母子

の愛着形成を促し、母子とその家族が健やかな育児が

できるよう支援することを目的とする。



産後ケアガイドラインの改訂（案）
１，事業の目的

２、実施主体

３、対象者

４、対象時期

５、実施担当者

６，事業の種類

７、実施の方法

１）管理者

２）短期入所型

3）通所型

４）アウトリーチ型

８、安全に関する留意事項

９、実施者に対する研修

１０，事業の周知等

１１，事業の評価



２，実施主体（都道府県の役割が追加）

都道府県は、実施主体である市町村を広域支援することが期待さ
れており、たとえば、管内市町村を取りまとめて委託契約を調整する
ことや、委託先と市町村間との報告様式の統一化による事務負担
等の軽減も含め、市町村間の広域連携に向けた調整・情報提供な
どを行うことが想定される。
併せて、都道府県は、産後のメンタルヘルスに係る課題に対応する
ため、令和５年度の補正予算にて新たに創設された「妊産婦のメン
タルヘルスに関するネットワーク構築事業」などを積極的に活用し、
都道府県、市町村と産婦健康診査・産後ケア事業等の母子保健事
業の実施機関等が連携するための地域のネットワーク体制の積極
的な構築が期待される





令和6年度母子保健対策関係予算案の概要 (cfa.go.jp)

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/ff38becb-bbd1-41f3-a95e-3a22ddac09d8/9f35fab5/20231225_policies_boshihoken_137.pdf


３，対象者

1）産婦出産後1年以内の女子であって、

産後ケアを希望する者

・初産婦・経産婦は問わない。

・経産婦できょうだいのいる場合など

はアウトリーチを利用するなど、配慮をする

・積極的に事業の周知を行う





３，対象者
・里帰り出産をしている産婦

里帰りをしている方であっても、支援を必要としてい
る方がいることから、里帰り先の市町村においても、
産後ケア事業を必要とする方を把握した場合や、住
所地の市町村から里帰り先の市町村に産後ケア事
業の提供依頼があった場合は、産後ケア事業の対
象者として対応することが望ましい。その際は、事
前に住民票のある市町村などと当該産婦が現在滞
在している市町村間でよく協議し連携すること。



３，対象者
・流産や死産を経験された方

本事業は産婦のみの利用を妨げるものではないと
しており、流産や死産を経験した女性も対象に含ま
れる。ただし、流産・死産を経験した女性は、乳児と
同じ場でのケア等に精神的負荷を感じるという指摘
もあるため、事業の実施にあたっては、居宅訪問
（アウトリーチ）型を活用する等、適切な配慮を行う
こと。



３，対象者
２）乳児

自宅において療養が可能である者

ただし、医療的なケアが必要な乳児の場合で、

母親が産後ケアを希望する場合は、アウトリート型

などを利用できる

（早産児の場合は修正月齢を参考にする）



３，対象者
３）その他

・市町村が必要と認める養親・里親

・父親・パートナーと母親が協力しあって育てていくという意識
を持つことが重要であり、そのような観点から、本事業に付随
して父親・パートナーへの支援を行うことが考えられる

・きょうだい児がいる場合には、居宅訪問（アウトリーチ）型に
よる産後ケアの利用や、きょうだい児は一時預かり事業を利
用し、その間、産婦と乳児が産後ケア施設を利用するといっ
た工夫を行うなどの対応も考えられる。



３，対象の除外となる者
(4) 除外となる者

① 母子のいずれかが感染性疾患（麻しん、風しん、インフ
ルエンザ等）に罹患している者

② 入院加療の必要がある産婦

③ 心身の不調や疾患があり、医療的介入の必要がある

産婦（ただし、医師によ り産後ケア事業において対応が

可能であると判断された場合にはこの限りではない。）



５，実施担当者
助産師・保健師・看護師を1名以上置くこと、そのうえで必要に

応じて以下の①～③のものを置くことができる

① 心理に関しての知識を有する者

② 育児等に関する知識を有する者（保育士、管理栄養士等）

③ 本事業に関する研修を受講し、事業の趣旨・内容を理解した

   関係者（理学療法士等）



７，実施の方法
・ケアの提供にあたっては、事前に産婦の状態やニー
ズのアセスメントを実施（産婦健康診査で実施したア
セスメントの内容等を含む）し、その評価に基づいた個
別のケアプランを作成することが望ましい。

アセスメントについては、身体的な側面だけではなく、
産婦の精神状態や社会的状況についても把握し、多
角的な視点でもって評価することが重要である。ケア
プランの作成にあたっては、必要に応じて産婦本人の
同意を得た上で市町村と事業者が連携し、必要な情
報の共有を行うこと。



７，実施の方法

事業者において、利用者とともに振り返りを行い、
母子健康手帳の「産後ケアの記録」欄に必要な記
載を行うとともに、事業者において、効果や今後の
支援の在り方を検討することが望ましい



７，実施の方法
産後ケア事業にて提供すべきケアの内容

①産婦への保健指導、栄養指導

②産婦の心理的ケア

③適切な授乳ができるためのケア（乳房ケアを含む）

④育児手技についての具体的な指導及び相談





７，実施の方法

市町村が実施する産後ケア事業については、短期入
所型、通所型、居宅訪問型とも、利用者から産後ケア
等のサービスに係る利用料を徴収することができる。

ただし、本事業を利用しやすい環境を整える観点から、
すべての利用者を対象に、利用者が属する世帯の所
得の状況（住民税非課税かそれ以外か等）に応じた
利用料の減免措置を講じるよう努めること。



001076325.pdf (mhlw.go.jp)

https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/001076325.pdf


７，実施の方法

オプションとして、アロマトリートメント等の
サービスが提供される場合や、育児用品等
の販売を行う場合は、あくまでも本人の希
望に応じて提供されるものであるため、費用
について分かりやすい形で提示するととも
に、丁寧に説明を行うこと。



８．安全に関す留意事項
①事故防止及び安全対策

リスクの高い場面で留意すべき点を明確にすること。

・児の睡眠中は、乳幼児突然死症候の予防

・重大事故の発生防止のため、事業実施事業者において
はヒヤリ・ハット事例の収集

・必要に応じて委託元の市町村と要因の分析を行い、必要
な対策を講じ、マニュアルに反映した上で、職員間の共有
を図ること。



８．安全に関す留意事項
②児を預かる場合の留意点

短時間であっても児のみの状況とならないよう留意すると
ともに、児の顔がみえる仰向けに寝かせ、定期的に目視等
で呼吸状態を観察すること。

別室にて児の預かりを行う場合の人員については、預かっ
ている児の見守りを行う者と、それ以外の産婦や児のケア
を行う者との複数体制とすることが望ましい。

宿泊型の場合、勤務交代による申し送り等や夜間の人員
配置の関係で児の預かりができない時間帯がある場合は、
あらかじめ利用者に周知しその時間は預からない





８．安全に関す留意事項

乳幼児体動センサーについては、急変
の早期発見に資するエビデンスを示し
たものはないことに留意の上、定期的
に目視での確認も行うこと。



８．安全に関す留意事項
③緊急時の対応体制

・利用者の症状の急変等に緊急時に受け入れてもらう協力医療機関
や保健医療面での助言が随時受けられるよう相談できる医師をあらか
じめ選定する。

・利用者の症状の急変等に備えて、救急対応マニュアルの整備、緊急
時の連絡先及びフロー図の作成をすること。

・ケアに従事する職員については、緊急時の対応に備え、救急対応の
実技講習等、定期的に研修等を受講することが望ましい。

・「応急手当方法」として、心肺蘇生法の実施訓練、AEDの設置もしくは
最寄りのAED設置場所の把握等は事前に準備をしておくこと。その他、
災害発生時の対応体制や、感染症への対応などについても、日頃から
備えをしておくこと。



８,安全に関する留意事項
④重大事案等発生時の対応

・死亡事故、治療に要する期間が30日以上の負傷や疾病を伴う重篤
な事故等の重大事案等が発生した場合は、速やかに委託元の市町村
を通じて国に報告すること。

・重大事案等が発生した場合の対応について、事案発生直後の対応、
関係者（委託元の市町村、事故にあった母子の家族等）への連絡、

・産後ケア事業の継続（事故にあった母子以外の対応）、

・事故状況の記録、要因が明らかである場合の対応等について、あら
かじめ市町村と事業者において、取り決めをしておくこと。

・市町村は、上記の事案発生の要因分析や再発防止のための検証を
行い、再発防止策を検討すること。







本日の内容
産後ケア事業について

産後ケアガイドライン改正点

実際の産後ケア事業について



日本助産師会：台東区鳥越
（とりこえ助産院・訪問看護ステーション）

助産院
ステーション



とりこえ助産院・地域貢献室の事業について

母乳外来

電話相談事業

赤ちゃんの広場（とりこえサロン・サロンmini・とりこえクラス）

産後ケア事業

（外来型産後ケア・日帰り型産後ケア）

産前産後サポート事業

沐浴動画の監修

新生児・乳児訪問事業



助産院での安全管理について
安全管理指針を作成し、各種指針を明文化

①各種マニュアルの作成

・感染対策マニュアル

・情報管理マニュアル（個人情報に関すること）

・災害対策マニュアル

②BCPの作成

スタッフ間での安全に関する情報の共有・研修

質の確保→産後ケア実務助産師研修の受講

賠償責任保険への加入

安全管理に関しての定期的な評価を行う

日本助産師会作成の安全管理評価表の活用



産後ケア事業導入時に準備したこと

・各種マニュアルについて区の担当者と検討

→ マニュアルの見直しにつながった

マニュアルに基づき、感染対策物品の予算化

・対象が1歳までに延長の際、追加マニュアルの作成

→事故予防及び事故発生時対応マニュアル



産後ケア事業の対象者について

助産師が産後ケア事業で、ケアを行う対象者は、自宅で生活ができる状況の母子である。

母子保健領域で対応が可能で、一般的な保健サービスやプライマリケア

に区分けされる、医療介入を必要としないものである。

医療介入の必要な母子は対象とならない

市区町村との必要な連携や産後ケア事業導入時の正確なアセスメントが

できていないと対象を外れた状況の母子が産後ケア事業を受けることになる。

母子にとっても助産師にとっても安全が保たれない結果となることもある



事例の紹介

１、訪問看護ステーションの利用者が
産後ケアの宿泊型を利用したケース



事例の紹介

２，産後ケア事業利用から、他の事業を利用
したケース

＊産後うつ傾向にあった初産婦





産後ケア事業の悩み１

・産後ケア事業を受託したいけれども、
市町村が契約してくれない。

・すでに、契約しているところがあるといわれた。



産後ケア事業の悩み

１，産後ケア事業を始めたいけれど、施
設がない。
２，人件費がかかり、赤字になってしまう。
３，事務経費が掛かり、事業の継続がで
きない。









まとめ
１，産後ケア事業はニーズはますます高まっている。

２，産後ケアの対象者の社会的背景も変化し、より支援の必要な母子

が増えている

３，しっかり予算を獲得することにより、より安全性の高いケアを

提供することができる。そのための知識は必要である。



謝辞

本日はこのような機会をいただきありがとうございます。

ご清聴ありがとうございました。
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